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高速道路上におけるボトルネックは，渋滞を引き起こすことで，道路ネットワーク整備の進んだ現在で

も大きな課題となっており，この対策を行うには交通容量を把握することが重要である．そこで本稿は，

首都圏高速道路ネットワークにおけるボトルネックの交通容量を，車両感知器情報により把握するととも

に，ボトルネックの速度低下量や急挙動発生頻度等の運転挙動パラメータをETC2.0プローブ情報から抽出

した．そして，交通容量を目的変数とし，運転挙動パラメータ等を説明変数として表現する重回帰モデル

を構築した．その結果，ボトルネック周辺では，非渋滞時であっても他の区間と比べて減速や急挙動が発

生しやすい傾向にあり，それが交通容量と関係がある可能性が示された． 
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1.  はじめに 

高速道路上には，サグ部や分合流部に代表されるよう

な局所的に交通容量が低い箇所，すなわち「ボトルネッ

ク」が存在する．ボトルネックは，渋滞を引き起こし，

交通の円滑性を大きく低下させるため，道路ネットワー

ク整備の進んだ現在でも大きな課題となっている．国土

交通省1)は，既存道路の運用改善等により道路ネットワ

ーク全体の機能を最大限に発揮させる「賢く使う」取組

の一環として，ビッグデータを活用しつつ科学的な分析

に基づいてボトルネック位置とその要因を把握した上で，

適切な対策を講じることが重要であるとしている． 

国土技術政策総合研究所2),3)は，ビックデータの1つで

あるETC2.0プローブ情報を活用したボトルネックの分析

を行っており，プローブの速度情報がボトルネック位置

の特定に有用であることを示している．一方，ボトルネ

ックに対して，代替経路へ交通需要を分散させるような

運用施策を検討するためには，ボトルネック区間はもと

より，分散させた交通が流れる代替経路の道路区間が捌

くことのできる交通能力である「交通容量」を把握をし

ておくことが不可欠である． 

既往の研究4),5)などにおいて，交通容量は確率的に変動

するものと捉えられており，ボトルネック付近に設置さ

れた車両感知器により計測される交通量及び速度情報を

用いて，渋滞発生確率を推定する手法が確立されてきた．

しかしながら，推定される渋滞発生確率の信頼性を確保

するためには，渋滞発生時の交通量に関する充分なデー

タが必要である．このため，現在は渋滞していないもの

の，今後想定される交通需要分散施策などによって将来

的に交通量が増加し渋滞する可能性のある箇所（潜在的

なボトルネック）の渋滞発生確率は把握ができない． 

このため，既往研究6),7)などでは，幾何構造パラメータ

等により交通容量や渋滞発生確率を推定する手法の検討

も行われている．これは，幾何構造がドライバーの運転

挙動に何らかの影響を与え（例えば，速度低下や急な車

線変更など），その結果として交通容量が決定すること

を表現しているといえる．一方，現在では，ETC2.0車載

器の普及により，ドライバーの運転挙動（速度の変動や

急挙動の発生状況）が常時観測可能となりつつある．ボ

トルネック周辺においては，非渋滞時でもドライバーの

運転挙動に何らかの影響が生じていると仮定すると，プ

ローブにより観測される運転挙動から交通容量と関係の
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あるパラメータを抽出できる可能性がある．このような

運転挙動パラメータが抽出できれば，これを幾何構造パ

ラメータと併せて考慮することで交通容量の推定精度を

向上できる可能性や，幾何構造要因が複雑に作用し幾何

構造パラメータが直接的に説明変数とならないボトルネ

ックの交通容量を推定できる可能性があると期待される． 

そこで，本研究では，ETC2.0プローブ情報から抽出可

能な速度低下量や急挙動の発生頻度等の運転挙動パラメ

ータを用いて交通容量を推定する手法の検討を行う． 

2.  分析方法 

(1)  分析の流れ 

本研究の分析の流れを図-1に示す．本研究では，現在

渋滞が顕在化しているボトルネックを対象として，交通

容量の推定（4章）及び運転挙動パラメータの抽出（5章）

を行い，前者を目的変数，後者を説明変数としたモデル

を構築する．交通容量の推定は，既往研究に倣い車両感

知器情報から渋滞発生確率を求めることにより行い4),5)，

運転挙動パラメータは，ETC2.0プローブ情報から非渋滞

時でも取得可能なものを抽出する．この対象となるボト

ルネックは，車両感知器情報から推定する交通容量の精

度を確保する目的から，ETC2.0プローブ情報により把握

可能なボトルネック位置と車両感知器の設置位置が大き

く離れていない箇所を選定するものとする（3章）．最

後に，このモデルを現在は渋滞が発生していない潜在的

ボトルネックに適用して交通容量の試算を行う（6章）． 

(2)  ETC2.0プローブ情報 

ETC2.0プローブ情報とは，ETC2.0車載器に記録された

走行位置や急挙動位置に関する情報であり，車載器と車

両に関する基本情報及びa)走行履歴とb)挙動履歴によっ

て構成される．これらの情報は，ETC2.0車載器を搭載し

た車両が高速道路や直轄国道に設置された路側機を通過

する際に収集される．  

a)  走行履歴 

時刻，位置（緯度・経度）等の情報で，車両が200m

走行する毎及び進行方向を45度以上変化する毎に記録さ

れる．最大約80km分の情報が車載器に蓄積可能である． 

b)  挙動履歴 

時刻，位置（緯度・経度），前後加速度，左右加速度，

ヨー角速度等の情報で，車両の前後加速度，左右加速度

またはヨー角速度が閾値を超えたときに記録される．閾

値は，前後加速度が-0.25G，左右加速度が±0.25Gまたは，

ヨー角速度が±8.5deg/sである．最大31地点分の情報が車

載器に蓄積可能である． 

(3)  車両感知器情報 

本研究で用いる車両感知器情報には，5分間集計の交

通量及び平均速度が記録されている．今回は，車線別の

分析は行わず，断面合計の5分間交通量を1時間あたり・

1車線あたりに換算した交通流率[pcu/h/lane]と，断面平均

速度[km/h]を用いる．大型車は，「道路の交通容量」8)を

参考に換算係数2.0として乗用車換算する． 

(4)  対象道路及びデータ取得対象期間 

対象道路は，首都圏高速道路ネットワークにおける首

都高速中央環状線（中央環状；大井JCT～葛西JCT，

45.7km），東京外環自動車道（外環；大泉JCT～三郷南

IC，33.5km），首都圏中央連絡自動車道（圏央道；茅ケ

崎JCT～木更津JCT，264.3km），東名高速道路（東名

道；起点～御殿場IC，83.6km），中央自動車道（中央

道；起点～上野原IC，50.3km），東北自動車道（東北

道；川口JCT～館林IC，45.952km）とする．但し，2017

年7月時点で未開通の区間は除く． 

交通容量の推定を行うための車両感知器情報は，2015

年8月～2017年7月の2年間分，運転挙動パラメータの抽

出等を行うためのETC2.0プローブ情報は，2016年10月

（圏央道は2017年3月）の1ヶ月間分のデータを使用する．  

3.  ボトルネックの選定 

今回対象とするボトルネックは，単路部におけるサグ，

上り坂，IC合流部等及びJCT分合流部とし，本線料金所

は含まないものとする．これらに該当しかつ交通集中渋

滞が頻発している箇所の中から，車両感知器とボトルネ

ック（渋滞の先頭）が極力近い位置にある等の，4章で

交通容量の推定を行うのに適切な箇所を顕在化ボトルネ

ックとして選定する．但し，上流から延伸している渋滞

は含まないものとする． 

 

図-1 分析のフローチャート 

 

ボトルネックの選定（3章）

交通容量推定モデルの構築（6章（1））

潜在的ボトルネックへの適用（6章（2））

交通容量の推定（4章）
〔目的変数〕

車両感知器情報 ETC2.0プローブ情報

顕在化ボトルネックを対象

運転挙動パラメータの
抽出（5章）
〔説明変数〕

第 58 回土木計画学研究発表会・講演集

 2



 

 

ボトルネックの位置を把握するために，ETC2.0プロー

ブ情報を用いて時空間走行軌跡図を作成した．時空間走

行軌跡図は，走行履歴の点を結んだ線を速度で色分けし

た図であり，これにより速度の減少地点が視覚的に把握

できる．図-2(a)をみると，車両軌跡が緑色（60-40km/h）

に変化する24.5kp付近で速度低下が始まっており，ここ

がボトルネックの位置と特定できる．車両感知器とボト

ルネックの距離に着目すると，図-2(a)は近接しているが，

図-2(b)はやや離れている．このような結果を基に，ボト

ルネックと車両感知器が極端に離れている箇所を今回の

分析対象から除外した．また，4.(1)で行う渋滞の判定に

よって，2年間の渋滞発生件数が20未満の箇所も除外し

た． 

以上の結果，単路部30箇所，JCT部17箇所の合計47箇

所が選定された．ここで，サグ，上り坂，IC合流部等の

単路部において渋滞が発生しているボトルネックを単路

部．JCTの分合流により渋滞が発生しているボトルネッ

クをJCT部としている．これらのボトルネックの位置を

図-3に示す． 

4.  交通容量の推定 

本章では，前章で選定した47箇所のボトルネックそれ

ぞれについて，ETC2.0プローブ情報により把握されたボ

トルネック位置の直近上流の車両感知器情報を用いて，

交通量と渋滞発生確率の関係を表す渋滞発生確率曲線の

推定を行い，推定された渋滞発生確率曲線を基に交通容

量を取得する．また，参考として，渋滞発生後の捌け交

通量についても抽出を行い，交通容量との関係について

考察する． 

なお，今回は交通集中による渋滞のみを対象とするた

め，対象ボトルネック周辺において交通事故や故障車等

による渋滞が発生した前後の時間帯はデータから除外し

た．また，日照や天候による交通容量の変動を無視する

ため，晴天・昼間のみのデータを対象とした． 

(1)  渋滞発生時交通量の抽出 

渋滞発生確率曲線の推定には，渋滞発生のきっかけと

なった交通量（以下，渋滞発生時交通量）及び渋滞して

(a) 海老名JCT～横浜町田 

(b)牛久阿見～つくば牛久 

図-2 時空間走行軌跡図の例 

 

 

図-3 分析対象とするボトルネックの位置 
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いないときの交通量（以下，非渋滞時交通量）が必要で

ある．これらの交通量を車両感知器情報から抽出する． 

渋滞発生時交通量は，渋滞が発生した5分間あるいは

その直前に発現していると考えられる．今回，渋滞発生

の判定は，平均速度が臨界速度を15分間以上下回ったこ

とにより行った．石田・Xing9)などが指摘する通り，臨

界速度はボトルネック毎に異なるため，個別に設定する

ことが厳密であるが，今回は，多数のボトルネックを処

理する便宜上，図-4のようなQ-V図を確認したうえで，

殆どのボトルネックで適切に渋滞流と非渋滞流を区別で

きると考えられる50km/hに一律で設定した． 

渋滞発生時交通量は，図-5に例示するように渋滞が発

生し（平均速度が50km/hを下回り始め）た5分間とその

直前15分間の最大値とした．一方，非渋滞時交通量は，

渋滞発生時交通量及び渋滞中（平均速度が50km/h以下）

の交通量を除いた時間帯の交通量とした．なお，図-5に

併せて記載しているように，渋滞発生に続く10分間の交

通流率の平均値を渋滞発生後捌け交通量として抽出した． 

(2)  渋滞発生確率曲線の推定 

既往研究に倣い，渋滞発生確率が式(1)のワイブル分

布に従うと仮定し，4.(1)で抽出した渋滞発生時交通量及

び非渋滞時交通量を用いて，最尤推定法により形状パラ

メータα及び尺度パラメータβの推定を行った．最尤推定

法では，式(2)の対数である対数尤度関数lnܮを最大化す

るように交通容量分布のパラメータを推定する． 

ሻݍሺܨ ൌ 1 െ ݁
ିቀ

೜
ഁቁ

ഀ

 (1) 

ここに，α：形状パラメータ，β：尺度パラメータであ

る． 

ܮ ൌෑ݂ሺݍ௜ሻఋ೔・ሾ1 െ ௜ሻሿଵିఋ೔ݍሺܨ
௡

௜ୀଵ
 (2) 

  

ここに，f(qi)：確率密度分布関数，F(qi)：累積確率分

布関数，n：サンプル数，qi：時間iにおける交通量，δi：

渋滞時交通量の場合に1，非渋滞時交通量の場合に0とな

るダミー変数である． 

これにより渋滞発生確率曲線を推定した例を図-6に示

す．図-6には，推定された渋滞発生確率曲線（赤線）に

加えて，渋滞発生時交通量の累積分布（灰色線）と，渋

滞発生時・非渋滞時交通量による各交通量レベルでの件

数の割合（青線）も示している．渋滞発生時交通量だけ

をみると灰色線の範囲で分布しているが，実際には同等

の交通量でも渋滞していない場合があるため，渋滞が発

生した割合は青線のようになる．このような非渋滞交通

量の発生件数も考慮したうえで，観測することが困難な

交通量レベルまで含めて渋滞発生確率を推定したものが，

赤の曲線である． 

(3)  交通容量の推定 

前節4.(2)で得られた渋滞発生確率曲線は，交通容量の

分布を表す曲線3)ともいえ，小林ら7)のようにこの曲線そ

のものを説明変数によりモデル化する試みもみられるが，

今回は簡略化のため，渋滞発生確率曲線から得られる一

意の値を交通容量とみなし，モデルの目的変数とする． 

岡村ら10)は，「渋滞発生確率がいくらの場合を交通容

量とすべきか明確な根拠を示すことはできない」としな

がらも，渋滞発生確率1%, 5%, 15%に相当する交通量と，

渋滞発生時交通量や渋滞発生後の捌け交通量，実現する

 

図-4  Q-V関係図の例（戸田西～和光北） 

 

 

図-5 渋滞発生時交通量の抽出例 
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図-6 発生確率図の例（戸田西～和光北） 
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最大交通量等を比較して，5%相当を可能交通容量とみ

なすのが妥当と考察している．本研究でもこれを参考に，

(2)で求めたワイブル分布から，渋滞発生確率が5%とな

る値を交通容量とみなすこととした．渋滞発生確率が

5%となる値は，式(2)の逆関数である式(1)に，P=0.05を

代入して解くことにより求めることができる． 

ଵሺܲሻିܨ ൌ ߚ ቀ݈݊
ଵ

ଵି௉
ቁ
ଵ/ఈ

 (3) 

以上により，各ボトルネックの交通容量は表-1の通り

得られた． 

(4)  交通容量と渋滞発生後捌け交通量の関係 

前節4.(3)で取得した交通容量と渋滞発生後捌け交通量

の関係を図-7に示す．なお，ここでの渋滞発生後捌け交

通量は，4.(1)において各ボトルネックの渋滞1件1件につ

いて抽出した値の平均値である． 

既往研究において，渋滞発生後捌け交通量は，渋滞発

生前の交通容量よりも低下することが知られているが，

今回も同様の結果が得られている．単路部，JCT部のど

ちらについても，交通容量と渋滞発生後捌け交通量の相

関関係はあまりみられない．これは，交通容量について

は道路構造による影響が大きいのに対して，渋滞発生後

捌け交通量については渋滞中のドライバーの加減速や車

線変更といったミクロな挙動によって決まり，車種やド

ライバーの特性による影響が大きいと考えられることに

よると推察される．本稿の以降の章では，交通容量のみ

を取り扱うが，渋滞発生後捌け交通量についても運転挙

動パラメータとの関係性について分析することが重要で

ある． 

5.  運転挙動パラメータの抽出 

本章では，ETC2.0 プローブ情報の走行履歴・挙動履

歴から，交通容量に影響を及ぼしている可能性のある運

転挙動を数値として抽出する．本研究では，この数値化

された値を運転挙動パラメータと呼んでいる． 

(1)  速度変動及び急挙動発生状況の集計 

ETC2.0プローブ情報を用いて，非渋滞時の運転挙動の

傾向を把握するため，ボトルネック位置の前後1kmを対

象として，1ヶ月間に通過した車両の速度変動や急挙動

発生状況について集計を行う．但し，非渋滞流の中でも，

車両が他車の影響を受けず自由に走行できる自由流と，

表-1 各ボトルネックの交通容量 

 

 

α β

交通容量
（渋滞発⽣
確率5%値
[pcu/h/
lane]）

上 千住新橋〜扇⼤橋 33.3 295 21.1 1,898 1,649 1,361
上 王⼦北〜滝野川 27.3 89 29.6 1,845 1,668 1,547
上 ⻄池袋〜中野⻑者橋 19.8 94 20.4 2,025 1,751 1,469
下 江北JCT〜千住新橋 32.2 33 16.9 2,829 2,373 1,704
下 堀切JCT〜四つ⽊ 38.1 23 13.2 2,756 2,199 1,388
下 四つ⽊〜平井⼤橋 40.2 34 15.5 3,045 2,515 1,684
下 船堀橋〜清新町 45.5 74 24.9 2,450 2,174 1,562
上 ⼾⽥⻄〜和光北 6.4 494 19.9 2,279 1,963 1,709
上 外環浦和付近 13.2 93 20.7 2,370 2,053 1,593
上 草加〜川⼝東 19.4 296 24.1 2,007 1,774 1,471
下 川⼝JCT〜川⼝東 18.5 30 25.6 1,775 1,580 1,256
下 外環浦和〜川⼝⻄ 13.3 156 23.2 2,346 2,063 1,682
下 和光〜和光北 4.5 21 19.1 1,632 1,397 1,074
上 挟⼭⽇⾼〜⼊間 65.7 35 13.9 2,381 1,922 982

上 ⽜久阿⾒〜つくば⽜久 164.0 47 13.8 1,800 1,452 925
上 海⽼名JCT〜横浜町⽥ 24.7 249 6.9 3,201 2,086 1,224
下 横浜町⽥〜海⽼名JCT1 22.5 140 16.1 2,245 1,867 1,186
下 横浜町⽥〜海⽼名JCT2 31.0 31 13.5 2,759 2,212 985
下 海⽼名JCT〜厚⽊ 34.8 40 10.2 2,874 2,150 946
上 相模湖東出⼝〜⼋王⼦JCT 39.2 199 15.4 1,953 1,610 1,383
上 国⽴府中〜府中スマート 15.0 213 23.2 2,063 1,815 1,514
上 調布〜⾼井⼾ 3.0 162 11.6 2,743 2,124 1,414
上 ⼋王⼦〜国⽴府中 22.4 46 14.3 1,966 1,597 991
上 稲城〜調布 8.8 41 22.7 2,061 1,808 1,257
下 ⾼井⼾〜調布 2.2 59 12.8 2,448 1,942 1,083
下 国⽴府中〜⼋王⼦ 20.1 81 20.0 1,994 1,718 1,307
下 ⼋王⼦JCT〜相模湖東出⼝ 38.9 46 18.0 2,101 1,782 1,420
下 相模湖東出⼝〜相模湖 43.9 77 13.1 2,246 1,790 1,273
上 ⽻⽣〜加須 38.2 46 20.0 2,129 1,835 1,407

上 館林〜⽻⽣ 44.4 32 20.7 2,160 1,871 1,444

上 堀切JCT 37.5 195 16.4 1,925 1,606 1,424
上 ⼩菅JCT 36.9 179 21.1 2,529 2,197 1,976
上 板橋JCT 24.8 53 15.8 1,784 1,478 835
上 ⻄新宿JCT 18.0 169 12.5 2,216 1,746 1,218
上 ⼤橋JCT 13.5 302 10.3 2,315 1,734 1,167
下 ⻄新宿JCT 16.5 58 8.6 2,294 1,624 806
下 熊野町JCT〜板橋JCT 24.4 182 18.6 1,825 1,556 1,278
下 葛⻄JCT 49.7 161 24.4 2,440 2,160 1,411
上 ⼤泉JCT 0.0 51 10.1 1,893 1,411 779
上 美⼥⽊JCT〜⼾⽥⻄ 7.0 38 31.0 2,042 1,856 1,517
下 三郷南 33.5 591 11.1 1,523 1,167 808
下 外環三郷⻄〜三郷JCT 28.9 405 17.2 1,570 1,322 1,121
下 ⼾⽥⻄〜美⼥⽊JCT 7.8 295 13.4 2,721 2,180 1,540
上 ⼋王⼦JCT 38.1 82 6.2 2,550 1,579 587
上 海⽼名JCT 10.5 209 9.5 2,486 1,816 1,100
下 ⼋王⼦JCT 38.1 115 11.8 1,853 1,442 885
下 圏央鶴ヶ島〜鶴ヶ島JCT 77.5 93 15.0 2,418 1,984 1,160

渋滞発⽣
後捌け
交通量
[pcu/h/
lane]

KP
(BN
位置)

【単路部】

外
環

圏
央
道
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⽅
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図-7 渋滞発生時交通容量及び渋滞発生後捌け交通量の 

相関（単路部・JCT部） 
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他車の動きによる制約を受けながら走行する拘束流では

傾向が異なる可能性がある．そのため，交通量

600[pcu/h/lane]を境界として，自由流（<600[pcu/h/lane]）と

拘束流（≥600[pcu/h/lane]）を分類し，集計を行う． 

速度変動（道路延長方向の速度変化）については，約

200m毎に記録された個々の車両の速度を，100m毎に集

計することにより平均値を集計する．急挙動発生状況

（急ハンドル・急減速）については，以下①～③につい

て，100m毎の発生回数を通過台数で割ることで発生頻

度を算出した．  

①急ハンドル：ヨー角速度が±10deg/s以上または左右加

速度が±0.3G以上の回数 

②急減速：前後加速度が-0.3G以下の回数 

③急挙動：①と②の合計 

速度変動は，単路部及びJCT部共に，図-8に例示する

ように，ボトルネック位置またはその周辺で速度が低下

している箇所が多くみられた．また，この速度低下は，

自由流の場合の方が拘束流の場合よりも大きい箇所があ

った． 

急挙動発生状況については，図-9のように，単路部の

うち特にサグになっている箇所では，急ハンドルや急減

速の発生割合がやや高くなっているようにみられた．こ

れは，大型車などの特定の車両が速度低下した際にその

車両を追い越すための車線変更が起きやすくなっている

と予想される．また，JCT部では急ハンドルの発生割合

が高くなっている箇所もあった． 

しかしながら，すべてのボトルネックに共通して上記

のような傾向がみられる訳ではなく，ボトルネック前後

で変動が殆ど発生していない箇所もあった． 

(2)  運転挙動パラメータの抽出 

交通容量を推定するモデルの説明変数の候補とするた

めには，(1)で把握した速度変動（図-8）や急挙動発生状

況（図-9）から，交通容量に影響を及ぼしている可能性

のある運転挙動を数値として抽出する必要がある．  

非渋滞時でも他区間と比べて大きく速度が低下するよ

うな箇所ほど渋滞が起こりやすい，すなわち交通容量が

低くなっている可能性がある．よって，速度変動につい

ては，図-10の模式図に示すように，ボトルネック周辺

の速度低下状況を表す④～⑥を抽出した． 

④速度低下量（km/h）：ボトルネック前後1km以内の最

低速度とその上流の最高速度の差 

⑤延長当たり速度低下率（(km/h)/km）：速度低下量を速

度が低下するまでの距離で割った値 

⑥延長×速度低下量（km・(km/h)）：速度低下量と速度

 

図-8 速度変動の例（川口 JCT～川口東） 

 

 

図-9 急挙動発生状況の例（川口 JCT～川口東） 

 

 

図-10 速度変動に関するパラメータの抽出例（模式図） 

 

  

図-11 急挙動発生状況に関するパラメータの抽出例 

（模式図） 
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が低下するまでの距離の積 

一方，急挙動についても，急減速や急ハンドルが発生

しやすい箇所ほど交通容量が低くなっている可能性があ

るため，ボトルネック周辺での①急ハンドル，②急減

速，③急挙動（急減速と急ハンドルの合計）の発生頻度

について集計した．ここで，ボトルネック周辺の各地点

で発生している急ハンドル・急減速のうち，どこまでが

ボトルネックが原因のものなのかはデータからはわから

ない．そのため，図-11の模式図に示すように，Ⅰ. ボトル

ネック前後1kmでの発生回数を分母とし，Ⅱ. 前後300m，

または，Ⅲ. 下流500mでの発生回数を分子とした場合の

割合を算出した． 

なお，上記のパラメータはそれぞれ5.(1)で分類した自

由流・拘束流それぞれの場合について抽出している． 

6.  交通容量の推定モデルの構築 

(1)  モデルのパラメータ推定結果 

本研究では，交通容量（4章で取得）が式(4)の線形関

数によって表されると仮定した重回帰モデルを構築する． 

ܻ ൌ ଴ߚ ൅ ଵݔଵߚ ൅  ௞ (4)ݔ௞ߚ・・・・ଶݔଶߚ

ここに，Y：交通容量，xi：説明変数，βi：xiの係数（β0

は定数項）である． 

説明変数xiは，5章で抽出した運転挙動パラメータ及

び表-2に示す幾何構造パラメータ，交通特性パラメータ

を候補として，変数間の相関関係が高いものが複数選択

されないようにしながら，ステップワイズ法（変数増減

法）を用いて係数βiを推定した． 

a)  単路部を対象とした交通容量推定モデル 

単路部ボトルネック30箇所を対象としたモデルの推定

結果を表-3に示す．表-3の通り，平均大型車混入率，拘

束流における延長×速度低下量，自由流における急挙動

発生回数の前後300mの前後1kmに対する割合が説明変数

として選択されている． 

平均大型車混入率が高いほど交通容量が高くなる結果

となっているが，これは2.(3)で仮定した大型車の乗用車

換算係数2.0が実際より大きかったことによると考えら

れる．そのため，交通容量の説明変数としては他の2つ

の変数が重要である．拘束流における延長×速度低下量

の係数は負であることから，交通がある程度流れている

状態で速度低下が生じ，かつ，その速度低下が比較的長

い区間で続く箇所は，交通容量が小さい傾向が示されて

いる．また，自由流における急挙動発生回数の前後

300mの前後1kmに対する割合の係数が負であることから，

交通閑散時においても急減速や急ハンドルが多く発生す

る箇所は，交通容量が小さい傾向が示されている． 

但し，モデルの決定係数は0.56であり十分に高いとは

言えない．本モデルを用いた交通容量の推定値を，4章

で得た実績値（実績データから推定された渋滞発生確率

曲線に基づく値のため厳密にはこれも推定値であるがこ

こでは実績値と呼ぶ）と比較すると，図-12のようにな

っており，実績値よりも推定値の方がばらつきが小さく，

誤差はあるものの，概ね傾向はつかめている．  

今回，推定されたモデルでは，勾配等の幾何構造パラ

メータが有意となっていない．この理由の一つとして，

今回対象とした単路部ボトルネックは，殆どがサグまた

は上り坂であるが，一部IC分合流部等が混ざっているこ

とが考えられる．幾何構造パラメータの影響を把握する

ためには，渋滞の発生原因に応じてボトルネックを分類

したうえで，それぞれに対して説明変数の検討を行う必

表-3 単路部ボトルネックの交通容量推定モデル 

説明変数 係数 t値 

切片（定数項） 2210 11.9 

平均大型車混入率 1205 2.4 

延長×速度低下量（拘束流）[km・(km/h)] -17 -3.2 

急挙動発生回数の前後 300mの前後 1km
に対する割合（自由流） 

-1117 -3.5 

自由度調整済み決定係数=0.56 

 

図-12 交通容量の実績値とモデルによる推定値 

 

表-2 考慮した変数 

 
 

⾞線数

幅員（⾞道,中央帯,路肩）

曲線半径

合流（⾞線⻑,合流までの距離）

分流（⾞線⻑,分流までの距離）
その他
（トンネルの有無,坑⼝までの距離,⾞線減少までの距離）

縦断勾配（下流300m,下流200m,下流100m,0m地点,上流
100m,上流200m,上流300m,前後300mの最⼤値,前後300m
の最⼩値,下流500mと最⼤値の差,下流500mと最⼩値の差,
上流500mと最⼤値の差,上流500mと最⼩値の差）

交通特性
パラメータ

平均⼤型⾞混⼊率,平均合流⽐,平均分流⽐
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要があると考えらえる．しかし，逆の視点から考えられ

る理由として，今回説明変数として選択された運転挙動

パラメータが，幾何構造の影響を内包するものとなって

いる可能性がある．これを言い換えれば，運転挙動パラ

メータを用いることによって，幾何構造など本来渋滞原

因の異なるボトルネックであっても，共通のモデルで交

通容量を推定できる可能性もあるかもしれない．この点

については，幾何構造要因と運転挙動（速度低下や急挙

動の発生頻度等）の関係についてのより詳細な分析を行

ったうえで十分検証する必要がある．  

b)  JCT部を対象とした交通容量推定モデル 

JCT部ボトルネックについては，有意な変数が得られ

なかった．今回，JCT部ボトルネックとしてまとめては

いるものの，曲率半径や車線数，分合流までの距離，勾

配などの条件が非常に多様であり，急挙動の発生状況に

も共通の傾向がみられなかったため，17箇所のサンプル

では説明変数との有意な関係性を見いだせなかったこと

ものと推察される．ボトルネックの対象箇所数を増やす

とともに，a)と同様に，幾何構造要因と運転挙動の関係

をより細かく分析することで現象を理解した上で，再度

検討を行う必要があると考えられる． 

(2)  モデルの潜在的ボトルネックへの適用 

最後に，6.(1)a)で構築した交通容量推定モデル（表-3）

を，これまで渋滞が発生していない区間に適用すること

で，交通容量の推定を試みた．今回，交通容量の推定を

試行した区間は，現在は渋滞が発生していないものの，

幾何構造上サグまたはIC分合流部などが存在したり，

ETC2.0プローブ情報において速度低下（60km/h程度）が

観測されたりした区間である． 

これらの区間における交通容量を算出した結果を表-4

に示す．多くの区間は，現在顕在化しているボトルネッ

クより交通容量が高いが，一部の区間は顕在化ボトルネ

ックと同等あるいは低い区間もある結果となった．これ

らの区間の交通容量実績値は未知のため検証できないが，

参考としてこの区間に顕在化ボトルネックが隣接してい

る川口IC付近，八王子JCT付近について隣接する顕在化

ボトルネックと潜在的ボトルネックの交通容量を比較し

た例を図-13に示す． 

その結果，川口IC付近では非渋滞を示す潜在的ボトル

ネックのほうが顕在化しているボトルネックの交通容量

よりも低い値を示している．上流が渋滞しているにもか

かわらず，下流が非渋滞であるという結果は予想に反し

ている．(1)で述べたように，モデルの精度には課題が

あるため，再度検証を行う必要があると考えられる．ま

た，モデルについては，他の路線の顕在化ボトルネック

区間にも適用可能か検証する必要がある． 

7.  おわりに 

本研究では，首都圏高速道路ネットワークにおけるボ

トルネック47箇所を対象に，車両感知器情報により把握

した交通容量を目的変数として，ETC2.0プローブ情報に

基づき抽出した運転挙動パラメータ（速度低下量や急挙

動発生回数等）を説明変数で表現する重回帰モデルを構

築した．さらに，構築したモデルを用いて，現在は渋滞

していない潜在的ボトルネックの交通容量の試算を行っ

た． 

その結果，単路部の交通容量については，ETC2.0プロ

ーブ情報から得られる速度低下量及び急挙動の発生割合

等を説明変数としたモデルが選択された．このことは，

ボトルネックとなる区間では，非渋滞時であっても他の

区間と比べて減速や急挙動が発生しやすい傾向にあり，

それが交通容量と何らかの関係性がある可能性を示唆し

ている． 

但し，分析においては，下記に示す課題が確認されて

おり，その精査が課題である． 

・交通容量を推定する際に，渋滞発生の判定を行うため

の臨界速度については，便宜上ボトルネックによらず

表-4 潜在的ボトルネックの交通容量 

 

 

 
図-13 隣接する顕在化ボトルネックと潜在的ボトルネック

の交通容量の比較 

 

路線 方向 IC間 KP

外環道 下 川口西～川口中央 14.6 1,889

上 相模原愛川～圏央厚木 17.0 2,073

下 圏央厚木～相模原愛川 16.8 2,005

下 圏央厚木～相模原愛川 20.6 1,839

上 秦野中井～厚木 37.1 2,341

下 東名川崎～横浜青葉 12.6 2,204

下 八王子～八王子JCT 30.9 1,726

上 八王子～八王子JCT 32.1 1,862

東北道 下 羽生～館林 42.5 2,059

圏央道

東名道

中央道

交通容量

（渋滞発生

確率5%値
[pcu/h/lane]）

渋滞発生箇所
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共通で設定しており，実際の値とズレがある可能性が

ある．ボトルネック毎に適切な閾値を設定することで，

より正確に渋滞発生確率の算出を行うことが望ましい． 

・交通容量を推定する重回帰モデルにおいて，幾何構造

のパラメータが有意とならなかった．また，推定精度

には改善の余地がみられる．これは，ETC2.0プローブ

情報から得られる運転挙動パラメータにより，幾何構

造による影響が内包されているためであることも推察

されるが，今回は両者の相関関係は確認できなかった．

勾配等の道路構造と一台一台の軌跡，速度変化，急挙

動の発生状況を照らし合わせて分析する等の精査を行

うことで，減少を理解するとともに，交通容量推定モ

デルの改良方針を検討することが重要である．重回帰

モデルを他の路線や潜在的ボトルネック区間にも適用

可能であるかを検証する必要がある． 
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A STUDY ON THE ESTIMATION OF CAPACITY AT EXPRESSWAY 
BOTTLENECKS USING THE ETC 2.0 PROBE DATA 

 
Yuna MAKI, Azusa GOTO, Kazunori OOSHIMA and Yuji IKEDA 

 
Traffic capacity at bottlenecks is one of the most important parameters in expressway network operation. 

However measuring traffic capacity needs a large amount of detector data about breakdown phenomena. 
This research attempted to develp a model to estimate traffic capacities using the ETC2.0 probe data ob-
tained during uncongested periods. For that, capacities at the current bottlenecks on the Tokyo metropolitan 
expressway network were obtained based on the detector data. On the other hand, some parameters about 
speed reduction, sudden braking and steering were extracted to represent driving characteristics around the 
bottlenecks from the ETC2.0 probe data. Based on these results, a multiple linear regression model was 
developed. The result showed that speed reduction as well as sudden deceleration and steering are likely to 
occur around the bottlenecks even during the uncongested periods, suggesting the possibility of some rele-
vance to the traffic capacities. 
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